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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第84期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第83期

会計期間

自平成21年
１月１日
至平成21年
３月31日

自平成20年
１月１日
至平成20年
12月31日

売上高（千円） 8,423,35620,570,307

経常利益（千円） 1,394,1101,663,003

四半期（当期）純利益（千円） 693,257 964,448

純資産額（千円） 11,651,15511,405,475

総資産額（千円） 21,580,43719,386,684

１株当たり純資産額（円） 445.26 435.83

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 26.49 36.51

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － 36.51

自己資本比率（％） 53.99 58.83

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,311,005888,729

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△79,951△570,029

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△326,614△602,001

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 3,458,2902,553,849

従業員数（人） 248 256

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第84期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 248 [98]

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、第1四半期連結会計期間の平均人員を[　]外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 120 [52]

　（注)   従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、第1四半期会計期間の平均人員を[　]外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1)生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

繊維（千円） 589,412 －

防災（千円） 1,031,708 －

その他（千円） 45,177 －

合計（千円） 1,666,298 －

　（注）１．生産金額は製造原価にて記載しております。

２．金額には外注による生産実績を含んでおります。

３．金額には消費税等は含まれておりません。

(2)受注実績

　当第１四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

区分 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

繊維 1,407,876 － 1,403,745 －

防災 139,410 － 159,293 －

その他 42,875 － 6,183 －

合計 1,590,163 － 1,569,222 －

　（注）１．金額は販売価格にて記載しております。

２．金額には消費税等は含まれておりません。

(3)製品仕入実績

　当第１四半期連結会計期間の製品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

繊維（千円） 739,915 －

防災（千円） 3,696,893 －

その他（千円） 1,954 －

合計（千円） 4,438,763 －

　（注）１．金額は仕入価格にて記載しております。

２．金額には消費税等は含まれておりません。
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(4)販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

繊維（千円） 1,273,138 －

防災（千円） 6,921,465 －

不動産賃貸（千円） 116,214 －

その他（千円） 112,537 －

合計（千円） 8,423,356 －

　（注）１．金額は販売価格にて記載しております。

２．金額には消費税等は含まれておりません。

３．主な相手先別の販売実績および当該販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

当第1四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

販売高（千円） 割合（％）

官公庁 3,128,57237.1

合計 3,128,57237.1

EDINET提出書類

帝国繊維株式会社(E00559)

四半期報告書

 5/22



２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判断したも

のであります。

 

（１） 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、金融危機による企業業績や雇用情勢の悪化などから個人消費が低迷

する極めて厳しい状況で推移いたしました。

このような経営環境下、昨年度よりスタートさせた中期経営計画「帝国繊維（テイセン)２０１０」の２年目を迎えた

当社グループは、

「総合的で専門性の高い防災・危機管理事業」

「リネン（麻）の総合事業」

という二つの事業を更に価値ある事業に磨き上げるべく、グループ一丸となって取り組んでまいりました。　

　その結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は84億２千３百万円、経常利益は13億９千４百万円、四半期純利益でも６

億９千３百万円と、いずれも前年同期比、大幅な増収増益となりました。

 

　事業の種類別セグメントの概況は、以下のとおりであります。

 

　<防災事業> 

防災事業では、景気低迷のなか、民需マーケットにつきましては、やや伸び悩みの状況ながら、地方自治体を含む官需

マーケットにつきましては、年度末を控え、ホース・感染防止商材・災害対策資機材のほか、前年度から納期がずれ込んだ

防災車輌などが売上の増加に大きく寄与しました。

その結果、防災事業の売上高は69億２千１百万円となり、営業利益については、14億３千３百万円となりました。

<繊維事業>

繊維事業では、麻の二次製品等につきましては、オンラインショップを中心に前年同期比売上を伸ばしましたが、その他

の繊維事業では昨年秋以降の景気低迷の影響を受け、民需向け産業資材や防護服・官公庁向け繊維資材などの落ち込みが

目立ちました。

その結果、繊維事業の売上高は12億７千３百万円となり、営業利益については、７千４百万円にとどまりました。

<不動産賃貸事業・その他>

不動産賃貸事業・その他では、不動産賃貸事業は順調ながら、その他事業の運搬機械製造などの受注減が響き、売上高は

２億２千８百万円、営業利益は８千２百万となりました。 

 

（２）財政状態に関する分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比21億９千３百万円増加し、215億８千万円となりました。

これは主に、増販に伴う売上債権の大幅な増加と短期運用目的の有価証券の増加などによるものであります。

　負債は、前連結会計年度末比19億４千８百万円増加し、99億２千９百万円となりました。これは主に、仕入増に伴う支払債

務の増加や未払法人税等の増加によるものであります。

　純資産は、前連結会計年度末比２億４千５百万円増加し、116億５千１百万円となりました。これは増益に伴う利益剰余金

の増加によるものであります。
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（３）キャッシュ・フローの分析

当第１四半期連結会計期間末における現金及び預金同等物は、前連結会計年度末に比べて９億４百万円増加し、34億　５

千８百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

  

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

営業活動による資金の増加は、増収増益にともない、税金等調整前四半期純利益を13億５千３百万円計上したことなど

から、13億１千１百万円となりました。

 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

　投資活動による資金の支出は、鹿沼工場の機械設備投資などにより、７千９百万円となりました。

 

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

　財務活動による資金の支出は、配当金の支払などにより、３億２千６百万円となりました。

  

（４）事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに

生じた課題はありません。

 

（５）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は25百万円であります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況 

 当第1四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

(2）設備の新設、除却等の計画

 当第1四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 97,600,000

計 97,600,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年３月31日）

提出日
現在発行数（株）
（平成21年５月15日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 27,089,400 27,089,400

 

東京証券取引所市場第一部

 

(注)

計 27,089,400 27,089,400 － －

（注）権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単元株式数は1,000株であります。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

  

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数㈱

発行済株式
総数残高㈱

資本金増減額
(千円)

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

平成21年１月１日～

平成21年３月31日 
－ 27,089,400－  1,373,364－  745,944

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第1四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。  
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（６）【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認出来ないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    919,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 25,939,000 25,939 －

単元未満株式 普通株式    231,400 － －

発行済株式総数 27,089,400 － －

総株主の議決権 － 25,939 －

  

  

②【自己株式等】

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合

（％）

帝国繊維株式会社
東京都中央区日本

橋２－５－13
919,000 － 919,000 3.39

計 － 919,000 － 919,000 3.39

 

  

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成21年
１月

２月 ３月

最高（円） 375 373 389

最低（円） 332 321 316

　（注）　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

  

　(1)役職の異動 

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

常務取締役 取締役 佐藤　英夫 平成21年４月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 　なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」

（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則

を適用しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平

成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

おります。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,958,541 2,553,849

受取手形及び売掛金 8,945,880 ※4
 7,041,396

有価証券 499,748 －

商品及び製品 1,935,805 2,073,244

仕掛品 484,330 706,935

原材料及び貯蔵品 328,222 262,183

繰延税金資産 75,066 59,300

その他 139,848 351,886

貸倒引当金 △52,007 △36,009

流動資産合計 15,315,435 13,012,786

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1, ※3
 2,153,526

※1, ※3
 2,175,926

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 348,673

※1
 356,362

工具、器具及び備品（純額） ※1
 74,576

※1
 74,759

土地 ※3
 263,315

※3
 263,315

建設仮勘定 58,210 1,102

有形固定資産合計 2,898,303 2,871,466

無形固定資産

借地権 39,904 39,904

その他 99,556 102,309

無形固定資産合計 139,461 142,213

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 2,777,988

※2
 2,910,176

長期貸付金 669,750 670,737

繰延税金資産 309,068 309,147

その他 148,949 148,718

貸倒引当金 △678,520 △678,562

投資その他の資産合計 3,227,236 3,360,217

固定資産合計 6,265,001 6,373,897

資産合計 21,580,437 19,386,684
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,773,082 ※4
 4,502,880

短期借入金 55,200 33,600

役員賞与引当金 10,000 40,000

賞与引当金 106,341 －

未払法人税等 601,465 219,741

その他 ※3
 595,040

※3, ※4
 413,403

流動負債合計 7,141,130 5,209,625

固定負債

長期借入金 136,500 166,400

長期預り保証金 ※3
 1,328,320

※3
 1,343,049

繰延税金負債 989,538 950,759

退職給付引当金 80,491 58,624

役員退職慰労引当金 253,300 252,750

固定負債合計 2,788,150 2,771,583

負債合計 9,929,281 7,981,208

純資産の部

株主資本

資本金 1,373,364 1,373,364

資本剰余金 747,542 747,542

利益剰余金 8,740,787 8,440,072

自己株式 △361,961 △361,047

株主資本合計 10,499,733 10,199,931

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,139,465 1,214,726

繰延ヘッジ損益 11,956 △9,182

評価・換算差額等合計 1,151,422 1,205,543

純資産合計 11,651,155 11,405,475

負債純資産合計 21,580,437 19,386,684
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 8,423,356

売上原価 6,260,634

売上総利益 2,162,721

販売費及び一般管理費 ※1
 799,103

営業利益 1,363,618

営業外収益

受取利息 4,167

受取配当金 25,782

その他 11,424

営業外収益合計 41,375

営業外費用

支払利息 2,947

手形売却損 130

持分法による投資損失 4,313

その他 3,490

営業外費用合計 10,883

経常利益 1,394,110

特別損失

たな卸資産評価損 40,445

特別損失合計 40,445

税金等調整前四半期純利益 1,353,665

法人税、住民税及び事業税 599,153

法人税等調整額 61,254

法人税等合計 660,408

四半期純利益 693,257
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,353,665

減価償却費 73,440

貸倒引当金の増減額（△は減少） 15,955

受取利息及び受取配当金 △29,950

支払利息 2,947

持分法による投資損益（△は益） 4,313

賞与引当金の増減額（△は減少） 106,341

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △30,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 21,866

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 550

売上債権の増減額（△は増加） △1,898,384

たな卸資産の増減額（△は増加） 294,004

仕入債務の増減額（△は減少） 1,400,293

預り保証金の増減額（△は減少） △14,728

その他の流動資産の増減額（△は増加） 118,024

その他の流動負債の増減額（△は減少） 86,650

その他 △2,335

小計 1,502,655

利息及び配当金の受取額 29,950

利息の支払額 △2,929

法人税等の支払額 △218,670

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,311,005

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △76,181

無形固定資産の取得による支出 △4,696

投資有価証券の取得による支出 △60

貸付金の回収による収入 987

投資活動によるキャッシュ・フロー △79,951

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 540,000

短期借入金の返済による支出 △540,000

長期借入金の返済による支出 △8,300

自己株式の取得による支出 △913

配当金の支払額 △317,400

財務活動によるキャッシュ・フロー △326,614

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 904,440

現金及び現金同等物の期首残高 2,553,849

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,458,290
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

 該当事項はありません。

 

 

２．持分法の適用に関する事

項の変更

 該当事項はありません。

 

 

３．会計処理基準に関する事

項の変更

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として移動平均法による

原価法によっておりましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴

い、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）により算定しております。

　なお、期首在庫に含まれる変更差額（40,445千円）は特別損失に計上しております。

 

　この結果、同会計基準の適用に伴い、特別損失に40,445千円を計上し、税金等調整前

四半期純利益が40,445千円減少しております。 

　また、営業利益及び経常利益に与える影響は、軽微であり、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しております。 　 

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１．たな卸資産の評価方法 　当社及び連結子会社は、当第1四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関し

て、実地棚卸を省略し前連結会計年度末に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法

により算出しております。 

 

２．固定資産の減価償却費の算

定方法

当社及び連結子会社は、定率法を採用している資産に関しては、連結会計年度に係る

減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。 

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 　　 該当事項はありません。 
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【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び連結子会社は、減価償却資産の耐用年数等に関する平成20年度税制改正を契機として、資産の利用状況を見直

した結果、機械装置について、当第１四半期連結会計期間から、耐用年数を主として10年から７年に短縮しております。

この変更による、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響は軽微であります。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額

    4,324,729千円    4,259,003千円

※２．関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※２．関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券     125,314千円 投資有価証券    129,627千円

※３．担保資産

(1）担保提供資産

※３．担保資産

(1）担保提供資産

有形固定資産  

建物及び構築物    1,209,660千円

土地     24,381千円

合計      1,234,041千円

有形固定資産  

建物及び構築物    1,224,245千円

土地    24,381千円

合計  1,248,626千円

(2）担保資産に対応する債務 (2）担保資産に対応する債務

 　　　  預り保証金　　　　　    　    1,149,246千円 

 　　　

 　　　　預り保証金　　　　　    　　1,164,434千円

 

※４．                                   

　

※４．期末日満期手形の処理

　期末日満期手形の会計処理は手形交換日をもって決

済処理しております。したがって当期末日は休日のた

め次の期末日満期手形が期末残高に含まれておりま

す。

 受取手形     171,715千円

支払手形     206,755千円

設備関係支払手形        338千円

　５．偶発債務 　５．偶発債務

保証債務     1,150千円 保証債務     1,294千円

受取手形裏書譲渡高 　     88,735千円

EDINET提出書類

帝国繊維株式会社(E00559)

四半期報告書

17/22



（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうちの主要な費目は下記のとおりであります。 

役員報酬及び給料手当　　　　　  313,292千円 

賞与 　　　　　　　　　　　　　　73,711千円

役員賞与引当金繰入 　　　　　　　10,000千円

運送費及び保管費　　　　　　　 　54,226千円

減価償却費　　　　　　　　　　 　15,649千円

旅費交通費　　　　　　　　　　　 42,809千円

退職給付費用　　　　　　　　 　　19,699千円

役員退職慰労引当金繰入額　　　　　8,350千円

賃借料　　　　　　　　　　　　　 31,628千円 

         　　　　　　　　　　　 　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 2,958,541

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する有価証券 499,748

現金及び現金同等物 3,458,290

 

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　

平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

  普通株式　　 　27,089千株 

 

２．自己株式の種類及び株式数

  普通株式　　　　　922千株

  

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項

 　 配当金支払額

 
　　（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月26日

定時株主総会
普通株式 392,542 15平成20年12月31日平成21年３月27日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

 
繊維
（千円）

防災
（千円）

不動産賃貸
（千円）

その他
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 1,273,1386,921,465116,214112,5378,423,356 － 8,423,356

(2）
セグメント間の内部売上高又

は振替高
13,195 2,579 6,030 111 21,915 △21,915 －

計 1,286,3336,924,045122,244112,6488,445,272△21,915 8,423,356

営業利益 74,3701,433,56182,220 360 1,590,513△226,895 1,363,618

　（注）１．事業区分はその類似性により下記の区分としております。

繊維……………純麻、麻混紡、化合繊等

防災……………消防ホース、救助工作車、救助器具等

不動産賃貸……ビル、ショッピングセンター等賃貸事業

その他…………運搬機械製造、遊技場経営等

 

　　　　２．会計処理の方法の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．（1）に記載のとおり、当第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５

日）を適用しております。なお、この変更に伴うセグメント情報へ与える影響は軽微であります。 

　　　　３．追加情報

　（有形固定資産の耐用年数の変更）

「追加情報」に記載のとおり、当社及び連結子会社は、減価償却資産の耐用年数等に関する平成20年度税

制改正を契機として、資産の利用状況を見直した結果、機械装置について、当第１四半期連結会計期間か

ら、耐用年数を主として10年から７年に短縮しております。なお、この変更に伴うセグメント情報へ与える

影響は軽微であります。

　

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

  

 

【海外売上高】

　当第１四半期連結累計期間（自平成21年１月１日　至平成21年３月31日）

　　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

  

 

（有価証券関係）

  前連結会計年度末に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。 

  

（デリバティブ取引関係）

  該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

前連結会計年度末
（平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 445.26円 １株当たり純資産額 435.83円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 26.49円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。
  

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円） 693,257

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 693,257

期中平均株式数（株） 26,168,525

（重要な後発事象）

        該当事項はありません。 

（リース取引関係）

　リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は、前連結会計年度

末に比べて著しい変動はありません。 

  

 

２【その他】

　該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年５月15日

帝国繊維株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和田　慎二　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 飯畑　史朗　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている帝国繊維株式会社の

平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年

３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、帝国繊維株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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